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研究成果の概要（和文）：　本研究は、地方行財政計画が直面する課題のひとつである安定的な地方財源の確保
に資することを目的にして、地方税収入の安定性について実証的に分析することに取り組む研究である。
　これらの取組によって、本研究は、税収の多様性と安定性の間に一定の関係があること、また主として納税者
の税負担の激変緩和であったり、税収の安定的な確保の観点による制度の仕掛けによって、地方税制は課税ベー
スの変化を直接に税収の変化として伝えるのではなく、税収の変化を抑制する効果があることなどの結果を得
た。

研究成果の概要（英文）：This study is a research study to empirically analyze the stability of local
 tax revenue for the purpose of securing stable local financial resources, which is one of the 
issues faced by local administrative and financial plans. As a result of this effort, first, this 
research showed a certain relationship between the diversity. And second,  the local taxation system
 does not convey tax base changes directly to the tax revenue, but it is to suppress the change of 
tax revenue by the mechanism of tax system such as to weakening radical changes of tax burden for 
taxpayer and the viewpoint of stable securing of tax revenue.
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  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、地方税制におけるビルトインスタビライザーの効果を検証したものといえる。税制におけるビルト
インスタビライザーの効果を、とりわけ地方税について検証することは、税収の安定的な確保を重視する地方税
制のあり方や改革論にとって意義あるアプローチであると考えられる。
　また、地方行財政のあり方や改革の動向に関する調査研究は、海外との制度比較分析のアプローチを含めて、
現実的な課題に向き合うものとして有意義であると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
地方分権の推進に始まるわが国の地方行財政改革における重要課題のひとつは、地方団体の

安定的な自主財源の確保である。地方団体の自主財源の中心は、言うまでもなく、地方税であ
る。地方税収の安定性を求める「安定性の原則」の考え方は、古くはシャウプ勧告にも表れて
おり、今日では 7 つの地方税原則のひとつである。地方税収の安定性が重要であることは、人
口減少社会への対応として登場した地方創生の施策においても変わらない。自主・自立的な地
方行財政の運営を支える基盤として、安定的な自主財源の充実・確保の重要性は益々高まって
いる。 
平成 27 年度の地方税収の構成は、固定資産税が 22.9％、個人住民税が 32.4％、法人住民税

が 7.2％、法人事業税が 9.1％、地方消費税が 12.1％である（平成 27 年度地方財政計画）。税
収の安定性を志向する地方税改革の成果として、近年、法人住民税や法人事業税を抜いて、地
方消費税のウェイトが高まっている。 
地方税収の変化に関する先行研究では、地方法人課税の税収は安定性がなく、固定資産税は安
定性があるというエビデンスが古くから知られている（税制調査会（1961）『税制調査会答申』）。
近年では、地方消費税の税収が安定性に優れていることも確認されている。安定性を志向する
地方税改革は、これらのエビデンスを踏まえたものといえる。 
 本研究は、応募者がこのようにして取り組んできた地方税の安定性に関する研究の成果を発
展させるものである。税収の変化に関わる研究は、税収額そのものの変化に着目するものと、
課税ベースの変化に着目するものとに分けることができる。応募者がこれまでに取り組んでき
た研究は、税収額そのものの変化に着目したものである。土地に対する固定資産税の安定性の
分析において課税ベースの変化に着目した分析を行ってはいるが、大いに改善の余地がある。 
応募者は、これらの研究に取り組む過程において、「たとえ課税ベースに安定性が欠如してい

たとしても、うまく制度設計すれば不安定な課税ベースからでも安定的に税収を確保できるの
ではないか」という着想を得た。たとえば、土地に対する固定資産税が税収の安定性に優れて
いることは受け入れられているが、一方でその課税ベースとなる地価は変動が不安定であるこ
とも知られている。応募者自身による研究でも、長期的な地価の下落が継続した期間において
さえもその減少幅は景気変動の大きさを上回っている（石田（2015）『地方税の安定性』）。課
税ベースである地価が大きく変動するにも関わらず、土地に対する固定資産税は税収が安定し
ているのである。このような課税ベースの変化と税収の変化の乖離は、税制の設計の仕方次第
で税収の安定性を確保できる可能性を示唆しており、これを実証的な分析によって定量的に明
らかにしたいというのが本研究の動機である。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、わが国の地方税（とくに地方基幹税）を対象として税収の安定性の決定要

因を実証的に明らかにすることで、税制が課税ベースの変化を抑制して税収を安定させる効果
を定量的に明らかにすることである。具体的には、①地方基幹税として住民税、事業税、地方
消費税、固定資産税を分析の対象とし、税収の短期的所得弾力性との関係で税収の変化の要因
を明らかにすることで税制による課税ベースの変化の抑制の効果を検証し、②タックス・ミッ
クスによる税源（課税ベース）の多様性と税収の安定性の関係を分析することで課税ベースを
多様にすることが税収の安定性にどのように寄与するのかを明らかにすることになる。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、実証的分析のアプローチとして、パネルデータを利用した誤差修正モデルによっ

て税収の短期的な安定性を測定するとともに、税収の変化の要因を課税ベース要因と制度要因
に分解することによって地方税収の短期的な変化の決定要因を明らかにすることを試み、併せ
て、地方税収の安定性に関連する近年の地方行財政改革の動向を整理し、制度的な分析を行う
ことで、地方税の安定性に関する研究を遂行することを目的としている。とりわけ税の仕組み
がどのようにして課税ベースの変化を抑制しているのかを実証的に明らかにすることに関心が
ある。 
このような問題意識にしたがって、第 1 に、地方基幹税として個人道府県民税、法人道府県

民税、法人事業税、地方消費税、個人市町村民税、法人市町村民税、固定資産税といった個別
税目を対象とした分析を行うとともに、タックス・ミックスによる課税ベース多様化の効果と
して、市町村税、道府県税、そして地方税の全体としての効果を分析することとした。 
第 2 に、近年における地方税収の安定性に関連する地方税改革として地方法人 2 税の改正を中
心に、地方税の制度改正の経緯や背景を整理することで、制度分析に取り組むことにした。 
 実証的な分析は、第 1 に、税制による課税ベースの変化の抑制の効果の検証、第 2 に、タッ
クス・ミックスによる税源の多様化と税収の安定性の関係の検証、といった観点からアプロー
チした。 
 
４．研究成果 



 
 本研究は、地方行財政計画が直面する課題のひとつである安定的な地方財源の確保に資する
ことを目的にして、地方税収入の安定性について実証的に分析することに取り組む研究である。
このような研究課題を設定したことの問題意識は、地方税の課税ベースとなる個人の所得や企
業の利潤、あるいは固定資産の価格などは、景気に伴って変化することが想定されるが、しか
しながら、税制がその変化をうまく吸収するように設計されているならば、地方税収入を安定
化させることができるのではないかという着想にある。そこで本研究は、この着想を仮説とし
て設定し、これを実証的に検証することを通じて、税収の変化を安定化させるような地方税制
度の設計のための条件等を明らかにすることに取り組むことを中心にして、地方財政の健全性
や行財政改革のあり方に関連した調査研究を実施した。 
 これらの取組によって、本研究は、税収の多様性と安定性の間に一定の関係があること、ま
た主として納税者の税負担の激変緩和であったり、税収の安定的な確保の観点による制度の仕
掛けによって、地方税制は課税ベースの変化を直接に税収の変化として伝えるのではなく、税
収の変化を抑制するこうかがあることなどの結果を得た。 
 このような本研究の分析は、他の表現で述べると、いわゆるビルトインスタビライザーの効
果を検証することと等しいと言える。したがって、本研究は、地方税制におけるビルトインス
タビライザーの効果を検証したものといえる。 
 その他、安定的な地方財源の確保に関連する調査研究として、地方税制の近年の動向や改革
の意義等についても検証した。 
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